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開開場場：：1100 時時 0000 分分（（1100 時時 0000 分分～～実実行行委委員員会会団団体体のの取取りり組組みみ上上映映））  

全全体体会会開開会会：：1100 時時 3300 分分   

  1.開会(司会）  

   佐藤 衣代 さん  （埼玉消費者被害をなくす会） 

   中村 美恵子 さん （久喜市くらしの会） 

  2. アトラクション   

箏演奏 大川 義秋 さん 

3. 実行委員会団体紹介 

4．主催者あいさつ       

  柿沼 トミ子 実行委員長（埼玉県地域婦人会連合会） 

5．来賓あいさつ 

 砂川 裕紀 埼玉県副知事 

6．記念講演 

 「世界と日本のこれから わたしたちのくらしを考える 

  ～消費者・市民としてどう行動するか～」 

      寺島 実郎 さん 

7．実行委員会報告・埼玉県への要請 

 吉川 尚彦 事務局長 

    8．大会アピール採択  

 麓 真二 さん（生活協同組合パルシステム埼玉） 

全全体体会会閉閉会会：：1122 時時 3300 分分  
 

アトラクション 箏箏男男 kkoottoommeenn  大大川川義義秋秋さん プロフィール 

 

 

分分科科会会  

ププ  ロロ  ググ  ララ  ムム    

2011 年 3 月に起きた東日本大震災の影響により、福島県双葉町から埼玉県へ避難。同年 4 月、特例措置で埼玉県

立南稜高校に入学。廃部寸前かつ部員０人の部活「邦楽部」にて箏と出会う。邦楽界で権威のある全国大会や国際

コンクール等で”全国１位&文部科学大臣賞”を受賞。現在は「傷ついた方々の希望の光になりたい。」と全国的

に活動中。 
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分分科科会会  

開場：13 時 00 分   開会：13 時 30 分 

食分科会 
2F ラウンジ・Zoom 

環境分科会 
3F3C 会議室・Zoom 

「学校給食の現状から  

埼玉の食料と農業の未来を考える」 

「プラスチックごみの行方を知ろう 

～私たちはどう行動すればよいのか～」 

 

ラウンジ 
3C 会議室 
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埼埼玉玉県県消消費費者者大大会会ににつついいてて  
 

埼玉県消費者大会実行委員会 

 

 

1.消費者⼤会の始まり 
１９６０年代、⾼度経済成⻑の真っただ中の時期に、偽⽜⽸事件を始めとする⾷品や商品の表

⽰の問題、化学薬品などによる被害など、くらしをおびやかす出来事が起こりました。 
「埼⽟県内には様々な婦⼈団体が誕⽣してきた。趣味もしくは、⽂化団体と異なった性格の団

体、主体的に⽣活を防衛し、また⾏政に働きかける団体が県内各地にひろがっていきました。」 
（「さいたま⼥性の歩み」より引⽤） 

こうした機運の⾼まりの中で、１９６５年１１⽉１１⽇、埼⽟県と県地域婦⼈会連合会により、
第１回消費者⼤会（第 6 回までの名称は「地域婦⼈中央集会」）が始まりました。スローガンは
「賢い消費者となるために」、会場の⼤宮商⼯会館は、⽴ち⾒も含め１３００⼈を超す⼈々で埋
まりました。⼤会では県内各地で取り組まれた研修会などの報告が⾏われました。 
 

2.県内消費者団体が⼒をあわせる場へ 
１９７２年におこなわれた第７回⼤会は、名称を「埼⽟県消費者⼤会」とあらため開催されま

した。⼤会趣旨では「県内の消費者が⼀堂に会し、消費⽣活をめぐる諸問題の理解と関⼼を深め、
⾏動する消費者として、消費者⾃らの⼿で守る⽅法を考えよう」と、県内の消費者団体に呼びか
けが⾏われました。 

１９７４年に⾏われた第９回⼤会から、主催を埼⽟県と県内１１消費者団体に移し、あらたな
⾨出を迎えました。 

第９回⼤会終了後には、埼⽟県消費者団体連絡会の結成をめざし、７団体が準備会を発⾜しま
した。２年間の準備期間を経て、１９７６年６⽉に結成⼤会が開かれ、１１団体が参加しました。 

１９８１年に⾏われた第１６回⼤会からは、埼⽟県消費者団体連絡会が県内の消費者団体に呼
びかけて実⾏委員会を結成し、実⾏委員会による運営に移⾏しました。その後、毎年、埼⽟県消
費者⼤会を開催してきました。なお、埼⽟県消費者⼤会は、埼⽟県より後援と補助⾦を交付いた
だき開催しています。 

 
3.消費者⼤会の役割 

埼⽟県消費者⼤会は、「⼀致できる問題で、幅広く消費者団体が共同して活動すること」、「く
らしの⽴場から、社会に⽬をひらいていくこと」のふたつの視点を⼤切にし、毎年の⼤会が⼤き
な共同の場となっています。 

また、⾷に関すること、消費者⾏政に関すること、環境に関すること、防災や減災に関するこ
と、福祉や教育に関することなどをテーマに、埼⽟県の消費者の学びの場ともなっています。 

さらに、⼤会では「埼⽟県への要請書」を確認し、要請書に基づいた埼⽟県との懇談を⾏って
おり、消費者⼤会は、埼⽟県の消費者による社会的発⾔の場ともなっています。 
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第 59 回埼玉県消費者大会への実行委員会報告 
 

誰誰ひひととりり取取りり残残ささなないい社社会会をを目目指指ししてて  
～～わわたたししたたちち消消費費者者のの行行動動がが未未来来ををききめめるる～～  

 

はじめに 
コロナ禍を契機にくらしと社会は⼤きく変化し、地球温暖化や戦争の⻑期化な

ど先⾏きへの不安が広がっています。国連が定めた SDGs ⽬標も折り返し地点を
迎えていますが、「持続可能な開発報告書 2023」では、2020 年以降世界的に停滞
し、SDGs の各⽬標は達成の道筋から⼤幅に外れていると報告されています。
SDGs 認知度を⾼め、理解を⼀層促進するとともに、⽬標達成に向けた取り組みを
加速させることが課題となっています。 

埼⽟県の消費者団体は、この間も、消費者問題、⾷品表⽰制度、環境問題など社
会やくらしに関わる課題について積極的に学び、くらしや活動に活かしてきました。
また、解決したい問題について埼⽟県への要請をはじめ、関係する団体との対話を
進めてきました。これからも「誰もが安⼼してくらせる社会」と「誰⼀⼈取り残さ
ない持続可能な社会」の実現をめざし、より広く、より深く学び、よりよいくらし
と社会づくりのために⾏動していきます。 
 
1. くらしの安⼼をつくるために 
○ コロナ禍、ウクライナ危機、記録的な円安のもと、賃上げを上回る物価⾼騰が続

き、実質賃⾦は 1 年以上にわたり⽬減りしています。くらしは⼀段と厳しくな
り、とくにひとり親家庭の相対的貧困率は 48％にのぼっています。最低賃⾦の
底上げをはじめとした賃上げの継続、就活⽀援、⽣活⽀援策の継続など社会全体
での取り組みが求められています。また、年収を上げるうえで壁となっている第
3 号被保険者問題も課題となっています。 

○ 国⺠負担率も徐々に上昇し、2022 年は 47.5％となりました。医療や介護など
社会保障費の負担増、防衛費に関連した増税による負担増は、消費の低迷や景気
の停滞を招く可能性もあり、広く国⺠的議論が必要です。 

○ 消費者制度では、詐欺的な定期購⼊被害を防ぐための改正特定商取引法が施⾏
され、霊感商法などの勧誘⾏為に関しては、改正消費者契約法も施⾏されまし
た。しかし、詐欺的な定期購⼊によるトラブルは急増しています。インターネッ
トを利⽤した被害は⾼齢者でも増えており、若年層のマルチ商法被害も増加し
ています。被害を防⽌するための制度改正とあわせて、悪質事業者への迅速な⾏
政処分が求められます。 

○ 埼⽟県では消費者志向経営に取り組む事業者を広げるための取り組みも進めら
れました。 

○ ⽇本の気温上昇は世界の平均を上回り、命に関わる災害が増加しています。住ん
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でいる地域の災害リスクの把握、防災グッズの定期点検、地域の防災訓練への参
加など、声を掛け合って、⾝を守るための準備を進めましょう。 

2. 多様性を尊重し、笑顔が広がる地域をつくるために 
○ ⽇本の「ジェンダーギャップ指数 2023」は世界 146 か国中 125 位と、昨年よ

りさらに順位を下げる結果となりました。選択的夫婦別姓も⾒送られたままで
す。 

○ ⾮正規労働者の約 7 割を⼥性が占める中、ジェンダー格差は⽼後にも引き継が
れ、⽣活に⼤きな影響を及ぼします。65歳以上の⾼齢単⾝⼥性世帯の年収は150
万円以下が 3 割との報告があります。現役時代の男⼥の収⼊格差を埋める対策
とともに、年⾦格差をどう解消していくかも⼤きな課題です。 

○ 格差や差別は男⼥間だけではありません。障がい者、難病患者、性的少数者、先
住⺠、外国⼈、難⺠・移⺠など広く存在しています。⽇本の対応については、国
際社会から問題が指摘されており、⼈権の視点で、あらゆる差別を包括的に禁⽌
する法律を制定するなど、時代の要請に応えた多様性と寛容性のある政策の推
進が求められています。 

○ ⽇本の少⼦化は、推計より 11 年も早いスピードで進⾏し、いまだ出⼝が⾒えま
せん。⼥性が、結婚、出産、育児さらに介護によって失う経済的損失など内容と
⼤きさに思いを巡らし、⼦ども家庭庁が、男性を含む当事者の声を聴いて、希望
が持てる施策が講じられることを望みます。 

○ 埼⽟県全体でも⼈⼝が減少しはじめました。後期⾼齢者と⾼齢単⾝世帯が増加
し、社会的孤⽴が深刻化していきます。過疎化が進む地域では買い物や移動が困
難な住⺠も増加していきます。各⾃治体における「地域密着型」の介護サービス
の拡充、使いやすい移送サービスの実施、地域の⾒守りを兼ねた居場所の拡⼤が
必要となっていきます。 

 
3. ⾷の安全・安⼼を確保するために 
○ ⾷料を輸⼊に依存する⽇本の危うさが浮き彫りとなる中、⾷料⾃給率は 38％と 

危機的状況のまま停滞しています。国は「⾷料・農業・農村基本法」の⾒直し検
討を開始しました。⾷料安全保障、⾷料⾃給率の向上、担い⼿の確保、農業の多
⾯的機能の維持・拡⼤、農業における環境負荷の軽減など、課題は⼭積していま
す。法改正に向けて学習し、消費者団体として意⾒を表明していきます。 

○ 世界の⼈⼝増加や気候変動による⾷料不⾜、⾷料⽣産における環境負荷などを
背景に、植物由来の代替⾁、培養⾁、昆⾍⾷などフードテックと呼ばれる⾷品群
が登場しています。消費者団体としても関⼼を持ち、その内容や安全性など現状
について知り、⾏政や事業者とのリスクコミュニケーションを進めましょう。 

○ ⾷品表⽰は、消費者が適切に選択するために必要な制度です。ゲノム編集⾷品の
届け出・表⽰の義務化など、引き続きわかりやすい表⽰を求めていきます。機能
性表⽰⾷品は、規制が緩いために不適切な表⽰が散⾒されており、引き続き注視
していきます。 

○ フレイルを予防し、健康寿命を維持していくうえでは、年代を考慮した⾷事が重
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要と⾔われています。とくに、⻑期にわたる⾼齢期の⾷事のあり⽅や栄養の摂取
について、最新の知⾒を学ぶ場を広げ、くらしに活かしてきましょう。 

 
4. 社会や経済の⼟台である環境を守るために 
○ 地球温暖化が深刻化する中、ウクライナ危機に端を発したエネルギー問題を乗

り越えるため、世界の先進国では再⽣可能エネルギーによる発電が、さらに加速
しています。 

○ ⼀⽅⽇本は、原⼦⼒がダメなら⽯炭を含む⽕⼒に頼り、⽕⼒がダメなら原⼦⼒
と、既得権益を重視する政策が採られていると⾔わざるを得ません。従来型の政
策のもとで、電⼒⼩売事業から撤退する事業者が相次ぎ、電⼒⾃由化による消費
者メリットを⽣み出せない状況となっています。 

○ 住宅や家電製品などさらなる省エネを推進しつつ、再⽣可能エネルギーへの積
極投資や消費者の購⼊⽀援など、再⽣可能エネルギーを最⼤限活⽤するシステ
ムへの移⾏が課題です。 

○ ⾷品ロスの約半分は家庭から発⽣しています。プラスチックも⽣活の中にあふ
れています。⾐類のゴミについてはサステナブルファッションという考え⽅へ
の関⼼が広がっています。SDGs の視点で現状と課題を学びながら、くらしの中
で使⽤量の削減やリサイクルを進めましょう。 

 
5. 戦争のない平和な社会をつくるために 
○ ウクライナ戦争において、複数の⺠間軍事会社の存在が明らかになるなど、核兵

器の予期せぬ拡散や使⽤リスクが⾼まっています。⼀⽅、核なき世界をつくるた
め、核兵器禁⽌条約締約国会議が今年も開催され、平和を維持・構築する国際社
会の努⼒が続いています。被爆国である⽇本が、この会議にオブザーバー参加す
るよう声をあげていきましょう。 

○ 世界的に軍事⼒への傾斜が強まっています。復帰 50 年を迎えた沖縄では、県⺠
の度重なる意思表明にもかかわらず、基地の強化が急速に進んでいます。東アジ
アの安定に向けては、緊張緩和のための対話など外交⼿段を優先することを強
く求めます。 

○ 被爆者の平均年齢は 85 歳となり、被爆や戦争体験を直接聞く機会が減少してい
きます。⽇本が、再び戦争を起さないために、被爆体験や戦争体験を次世代が継
承し、平和の⼤切さを語り継いでいきましょう。 

 
（補⾜説明） 
持続可能な開発報告書 2023…「持続可能な開発ソリューションネットワーク（SDSN）」が発表し

ている年次報告。SDG 指標では上位 20 か国はヨーロッパ諸国が占め、日本は 166 か国中 21 位と健

闘。日本は、目標５（ジェンダー）、12（生産・消費）、13（気候変動）、14（海洋資源）、15（陸上

資源）について大きな課題があるとされている。 
SDGs の認知度…大学生協連の 2021 年の調査によると、大学生の認知度は 97％、内容理解も 83％

と高水準となっており、若年層での理解は進んでいる。電通調査でも認知度は 9 割を超えた。ただ

し「内容まで知っている」と答えた割合は 40％となっている。 
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賃上げを上回る物価⾼騰…連合によると平均賃上げ率は 3.68％となっているが、厚労省発表の

実質賃金は 2023 年 7 月まで 16 か月連続マイナスとなっている。 
第 3 号被保険者問題…公的年金制度において、いわゆる「サラリーマンの妻」（第 3 号帆保険者）は

保険料を支払わなくても基礎年金を受給できるが、保険料負担のある自営業者らに対して不公平である、

女性の就業を抑制しているのではないかという点が問題とされている。 

国⺠負担率…国民所得に占める税や社会保障の負担割合のこと。なお、国民負担率に、国が抱える

財政赤字を加味した「潜在的国民負担率」は 2022 年、61.1％だった。 
消費者志向経営…事業者が消費者全体の視点に立ち、健全な市場の担い手として、消費者の信頼

を獲得するとともに、持続可能で望ましい社会の構築に向けて、社会的責任を自覚して事業活動を

行うことを指すが、埼玉県ではこの取り組みを広げるための独自の施策を行っている。 
マルチ商法…商品やサービスを契約して、次は自分が買い手を探し、買い手が増えるごとにマー

ジン（利益・収入）が入る取引形態で、若年層の間にじわじわと広がっている。 
ジェンダーギャップ指数…日本の男女格差は経済と政治の分野がとくに目立ち、管理職が133位、

推定勤労所得は 100 位、国会議員は 131 位、閣僚は 128 位だった。 
⾼齢単⾝⼥性世帯…2025 年に 751 万世帯となり、2040 年には 896 万世帯に増加し、高齢世帯の 4

割を占めると推計されている。ちなみに、3600 万人の高齢者（概算）のうち 6 割が女性、85 歳以

上だと約 7 割、100 歳以上だと約 9 割となり、高齢単身女性は約 441 万世帯と推計されている。 

国際社会から問題が指摘…国連人権理事会作業部会で日本の人権状況に関する普遍的定期的審

査が行われ、死刑制度の廃止、国内人権機関の設立、個人通報制度等の選択議定書の批准、包括的

差別禁止法の制定、ジェンダー平等、障害者、性的少数者、少数民族などマイノリティの権利、女

性や子どもに対する性的搾取、外国人労働者や技能実習生に対する十分な保護と支援、受刑者の処

遇など多くの点について勧告を受けている。 

少⼦化は、国の推計より 11 年も早いスピードで進⾏…「日本の将来人口推計」では 2033 年

に出生数が 80 万人を割るとの想定であったが、2022 年に 79 万 9,728 人となった。 

移送サービス…埼玉県内では、利用者の多い移送サービスとして、鳩山町の乗り合い型のタクシ

ー（デマンドタクシー）や鴻巣市のコミュニティバス「フラワー号」がある。住民参加型で進めて

いることが特徴でもある。 
⾼齢期の⾷事のあり⽅や栄養の摂取…埼玉県保健医療部健康長寿課では、料理レシピサービス

cookpad の協力を得て、「埼玉県コバトン健康メニュー」など健康情報を発信している。 

⾷料・農業・農村基本法…農政の根幹となる法律で、2024 年の国会に向けて、戦後初となる総合

的な検証と見直しの検討が進められている。 
世界の⼈⼝増加…国連の推計によると 2015 年の世界の人口（年央推計）は 73 億人、2030 年まで

に 85 億人に達し、2050 年には 97 億人に増加するものと予測されており、増加のほとんどがアフリ

カとアジアと見られている。 

フードテック…食を表すフード（Food）とテクノロジー（Technology）を組み合わせた造語で、

最先端のテクノロジーを食の分野に活用しようとしている。日本における市場規模は、約 718 億円

（2021 年推計）といわれる。 

フレイル…健康な状態と日常生活でサポートが必要な介護・寝たきり状態の間を指し、「加齢によ

って心身が老い衰え、社会とのつながりが減少した状態」のこと。 
電⼒⼩売事業から撤退…2022 年は、電力を調達する価格の高騰により、利益を確保することが困

難となった新電力の撤退や倒産が相次ぎ、約 2 割が事業からの撤退などに追い込まれた。 

サステナブルファッション…ファッション産業は、製造にかかるエネルギー使用量やライフサイク

ルの短さなどから環境負荷が非常に大きい産業であり、衣服の生産から着用、廃棄に至るまで環境負荷

を考慮したサステナブル(持続可能)なファッションへの取り組みが国際課題となっている。 
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＜SDGs ポスター（17 の⽬標のアイコン）＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜SDGs ウェディングケーキモデル＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

SDGs ウェディングケーキモデルは、国際的に著名な環境学者であり、SDGs のもととな
る概念「プラネタリ―バウンダリ」（地球の限界）」を提唱したヨハン・ロックストローム
博⼠とパヴァン・スクデフ博⼠によって考案されました。「社会」と「経済」は、⼟台と
なる「環境」なくして成り⽴たないということをわかりやすく説明しています。 
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２０２３年１０月２５日 

 
埼玉県知事 

大野元裕様 

第５９回埼玉県消費者大会 

実行委員長 柿沼 トミ子 

 

要 請 書 
私たちは、春に22の県域・地域の消費者団体で実行委員会を発足させ、本日「誰ひとり取り

残さない社会を目指して～わたしたち消費者の行動が未来をきめる～」をスローガンに、第59

回埼玉県消費者大会を開催しました。 

SDGsの理念である「誰ひとり取り残さない持続可能な社会」を実現するために、実行委員会

での論議や学習を今後の活動に活かし、くらし・地域を豊かにするために行動するとともに、

消費者市民社会の実現に向けて各団体の活動を埼玉県で実践していきます。 

また、私たちを取り巻く社会情勢やくらし、埼玉県の現状から話し合い、基本的人権を尊重

し、すべての県民が健康で文化的な生活を営み、安心してくらせる豊かな埼玉県を創造できま

すよう、実行委員会としてここに、国や埼玉県への要請事項をまとめましたので、以下に記し

ます。 

 

記記  

 

11.. ジジェェンンダダーー平平等等、、ダダイイババーーシシテティィのの実実現現にに関関ししてて  

（1） 日本のジェンダーギャップ指数は、世界 146 か国中 125 位と、昨年よりさらに順位を下

げる結果となっています。ジェンダー平等を前進させる手段のひとつとして、国民の多

くが賛同し、理解も進んでいる選択的夫婦別姓制度を速やかに導入するよう、県として

国への働きかけを強めてください。 

（2） いわゆるLGBT理解増進法が成立したことが一歩前進ですが、他の先進国に見られる差別

禁止条項は盛り込まれませんでした。今年は世界人権宣言が発せられて75周年になりま

す。多様性を尊重し活力ある社会を実現するため、「人種、民族、信条、性別、社会的身

分、門地、障害、疾病、性的指向」を理由とする差別的言動を禁止する包括的な法律を

制定するよう、国に要望してください。 

（3） 少子化・高齢化が加速し、人口減少社会となる中で、活力ある地域社会を維持するうえ

では、介護・保育・放課後児童クラブ・消費生活相談など女性就労の多い職業の処遇改

善は待ったなしです。国、県、自治体が連携して処遇を改善するよう要望します。 

  

22.. 消消費費者者行行政政のの充充実実にに関関ししてて  

（1） 埼玉県消費者大会を含めて消費者団体が交流し学習することは、消費者教育の重要な場

でもあります。また、消費者被害を防止するための見守り活動においても、身近な地域

で消費者団体が活動していることが大切です。オンライン等費用が嵩む現状を考慮し、

消費者大会への助成額の増額と消費者団体への委託事業の継続をお願いします。 

（2） 若年層の相談の増加が顕著になっています。美容に関する相談や副業・投資など儲け話

に関するトラブルが多く寄せられています。「闇バイト」のように被害者が加害者にな

ってしまう不幸な事態を防ぐため、若年層を対象とした教育を一層推進してください。 

（3） 高齢者の消費者被害防止に向けては、官民連携による地域での見守り活動の推進が重要

です。地域共生社会の実現を目指して国が進める重層的支援体制の整備事業をふまえ、
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地方自治体において福祉部門と消費部門の庁内連携が図られるよう対応をお願いします。 

（4） 埼玉県が、消費生活相談窓口を民間に委託せず実施していることを評価します。消費者

被害の防止に向け、相談体制の確保や相談員のスキルアップ等、引き続き、行政の役割

として進めるよう要望します。また、18歳成年および拡大する消費者被害の防止に向け

て、消費生活相談員による消費者教育の質と量の向上を図るために、県登録講師の育成

を支援してください。また、講師の資格に応じた謝金額の増額を求めます。 

 

33.. 食食のの安安全全・・安安心心にに関関ししてて  

（1） 埼玉県内どこに住んでいても同じレベルの食品衛生監視指導がおこなわれ、食の安全が

確保されるよう、保健所の体制確保と人材育成をお願いします。 

（2） ゲノム編集食品については、消費者が正しく選択できるよう、開発の届け出と表示の義

務づけを、引き続き国に求めてください。 

（3） ゲノム編集食品やフードテックなど新たな食品の動向について、県民への正しい情報提

供とリスクコミュニケーションの積極的な実施に努めてください。 

（4） 埼玉県産小麦を活用した学校給食用のパンの開発を進めてください。また、3 年連続で

「特Ａ」の評価を得た「彩のきずな」など、県産米の広報を強めてください。 

（5） 食料・農業・農村基本法の改定に向けて、埼玉県としても消費者とのコミュニケーショ

ンの場を設定してください。 

 

44.. 県県民民ののくくららししへへのの安安心心にに関関ししてて  

（1） 病院給食の食材費や水光熱費、医療資材費の高騰により、医療経営が圧迫されています。

誰もが医療を受けられるよう、医療事業者に対する地方創生交付金の活用などによる補

助を継続してください。 

（2） 想定を超える少子化と子どもの貧困が大きな社会問題となっているなかで、地方自治体

の多くが、子どもの医療費を無料とする制度を導入していることをふまえ、県の事業と

して、高校卒業までの医療費を無料とする制度を創設してください。また、全国一律の

制度として確立するよう、国に要望してください。 

（3） 貧困・格差問題が社会的に認知されるようになって10数年が経過しました。この間、国・

県・自治体から支援策が実施されてきましたが、貧困・格差の実態調査は 3 年に 1 回の

実施に留まっています。貧困は、可視化しにくいことが対策の遅れにつながります。毎

年調査を実施し、結果を対策に活かせるよう、国に要望してください。 

（4） 2024年～26年の市町村介護保険事業計画（3か年）においては、後期高齢者の増加に見

合う介護サービス量の確保が極めて重要です。とくに在宅での生活を支える地域包括ケ

ア型サービス（小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護、グループホ

ーム）や複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）が拡充されるよう、自治体へ

の働きかけを強めてください。また、24年度の介護保険制度改定において、利用料の負

担増は慎重に検討するよう、国に要望してください。 

（5） 社会的弱者の孤立を防ぐためには、デマンド型乗り合いタクシーなど地域の足となる移

動手段の整備が欠かせません。国の制度を活用し、自治体・地域住民・事業者が協議し

地域の実情に合わせた移送サービスを展開できるよう、県として支援してください。 

（6） 今後の感染症リスクに備えるため、県内の中核的な役割を担う自治体に保健所が設置さ

れるよう、引き続き働きかけをお願いします。 

（7） 気候変動に伴う水害への「適応策」として、「流域治水」という考え方にもとづき、田ん

ぼダムなど水田の貯留機能、ため池、排水施設、農業用ダムの事前放流など農地・農業

水利施設の活用を検討してください。また、都市部については国や自治体と連携し、防

災調整池や雨水貯留施設も拡充してください。 
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55.. 脱脱炭炭素素化化ななどど環環境境のの課課題題にに関関ししてて  

（1） 脱炭素社会の実現は最優先の課題です。県が消費者の省エネ・脱炭素行動を強力に後押

しすることを求めます。具体的には、新築住宅における高断熱化および既存住宅におけ

る断熱改修の促進、省エネ性能の高い家電等買い替え促進、グループ購入などによる再

エネ利用の促進が進むよう、県としての施策を推進してください。 

（2） 私たちは、リサイクルの視点から、くらしから出るごみを何種類も分別していますが、

生ごみについては燃やすことを基本としているために、日本全体のリサイクル率は20％

程度と低く、OECD加盟国の中でも最低ランクとなっています。生ごみの資源活用等、実

効性のある政策を検討し、推進してください。 

 

66.. 教教育育のの課課題題にに関関ししてて  

（1） 教職員体制を整備し、小学校の 35 人学級を進めるとともに、中学校の 35 人以下学級に

ついても実現するよう、義務標準法の改正を国に要望してください。また、国に先駆け

て実施できるよう、県として検討してください。 

（2） 埼玉県では、デジタルトランスフォーメーション推進計画にもとづき、さまざまな教育

場面でのデジタル化を進めているところですが、高等学校でのタブレット等の購入は各

家庭負担となっています。無償化や購入できない家庭への費用補助等を検討してくださ

い。 
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大会アピール（案） 
 
私たち埼玉の消費者は、SDGs の理念を基調として、「誰ひとり取り残さない社会を目指

して～わたしたち消費者の行動が未来をきめる～」をスローガンに掲げ、第 59 回埼玉県消

費者大会を開催しました。 
 
ロシアによるウクライナへの武力侵攻が長期化し、多くの市民の命とくらしが奪われて

います。私たちは人道に反する核兵器の使用は断じて許さず、核軍拡ではなく核軍縮を、

武力ではなく外交努力により、平和な社会が実現されるよう求め続けます。 
 
日本のジェンダーギャップ指数は、世界 146 か国中 125 位と、昨年よりさらに順位を下

げる結果となりました。格差を解消し、個性を尊重し、多様性を認めることは SDGs の重

要な目標です。SDGs 目標の達成に向けて、さらに学びを広げ、誰もが安心してくらせる

社会づくりをすすめます。 
 
エネルギー資源をはじめ諸物価の高騰が続き、消費者のくらしを圧迫しています。名目

賃金は上昇しても、物価高騰には追いつかず、実質賃金は目減りしたままです。生活困窮

者や年金生活者など社会的弱者のくらしがさらに追い込まれる中、政府による生活支援の

継続を求めながら、地域の消費者市民どうしの助け合いの輪を広げます。 
 
ウクライナ危機は、食料を海外に頼る日本の危うさも浮き彫りにし、世界的な食料問題

も引き起こしています。日本の食料自給率は 38％ですが、肥料や生産資材を含めると 10％
程度とも言われ、この水準では危機を乗り越えることはできません。農業の多面的な機能

を維持し、国内産の購入など食料自給率の向上や地産地消の拡大に取り組みます。 
 
消費者相談は依然として高止まりし、通信販売における詐欺的な定期購入による被害、

消費者の弱みにつけこんだ悪質な「くらしのレスキューサービス」による高額請求などの

被害が増加しています。消費者被害をなくすため、消費者教育や啓発を一層広げるととも

に、行政による悪質事業者の処分を求めます。 
 
温暖化による気候変動がもたらす災害リスク、エネルギー問題、経済やくらしの問題な

ど、私たちはさまざまな課題を抱えています。このようなときだからこそ、人と人のつな

がりを大切にし、地域の課題解決に向けて取り組みをすすめましょう。 
また、消費者団体は、基本的人権の尊重を基本に、消費者の権利が守られ、多様性を受

け入れ、一人ひとりが自分らしく生きることができる社会の実現を求めてきました。これ

からも、消費者自身が学び、考え、自ら声を上げ、行動していきましょう。 
 

2023 年 10 月 25 日 第 59 回埼玉県消費者大会 
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埼玉県消費者団体連絡会    代表幹事 吉川尚彦 柿沼トミ子 高田美恵子 

〒330-0064  さいたま市浦和区岸町 7-11-5 

TEL048-844-8971 FAX 048-844-8973 

【広報】HP 【会員数】6 団体 

【設立】1976 年 【運営】幹事会（月 1 回） 

【活動】①食の安全を守る取組み、②消費者行政充実強化の取組み、③くらしや健康を守る取組

み、④「平和」の大切さを学び広げる取組み、⑤環境への負荷を軽減し持続可能な社会づくりへ

の取組み、⑥県の審議会等委員推薦、⑦埼玉県消費者大会・県との懇談会（事務局機能）、⑧県内

消費者団体研修会開催（全体 1 回・地区別 4 回）、⑨全国消費者団体連絡会への役員選出・全国

消費者大会実行委員会参加、⑩国政への意見・要望提出 

【行政の審議会などへの参加】県消費生活審議会、県食の安全推進委員会、「近いがうまい埼玉

産」地産地消推進会議、県種苗審議会、彩の国埼玉環境大賞審査会、県介護保険審査会、埼玉県

LP ガスお客様センター委員会、県彩の国「新しい生活様式」評議会、県優良消費者志向経営自

主宣言事業者の認定に係る評価項目策定委員会 

 

 

新日本婦人の会埼玉県本部     会長 高田 美恵子   
〒330-0063 さいたま市浦和区高砂 2-3-10 黒澤ビル２Ｆ 

TEL048-829-2307 FAX 048-829-2313 

【広報】新婦人しんぶん 【会員数】10,000 人 

【設立】1962 年１０月１９日 【運営】県本部大会(２年１回) 

県本部委員会(２カ月 1 回)常任委員会(月 2 回) 

【活動】①ジェンダー施策の充実を県、国会議員に要請 ②地球温暖化防止、プラごみ削減、原

発再稼働反対のとりくみ ③日本の農業「食べて応援」産直運動、田植え、稲刈り体験 ④社会

保障制度の学習と自治体との懇談、コロナ対策を求める要請 ⑤少人数学級実現のための運動、

高校生のタブレット購入補助を県に要請、学校訪問 ⑥｢親子リズム｣「選挙カフェ」など若い世

代の交流と学習、戦争体験を語り継ぐとりくみ ⑦改憲反対・核兵器禁止条約批准の署名活動、

埼玉県地域婦人会連合会      会長 柿沼 トミ子 
〒330-0075 さいたま市浦和区針ヶ谷 4-2-65 彩の国すこやかプラザ２階 

TEL 048-822-2466  FAX 048-822-2466  

【広報】年２回 【会員数】５,０００人 

【設立】1948 年３月 11 日 
【運営】総会（年１回）、常任理事会（年４回） 

        理事会（年 2 回） 

【活動】①全国女性団体連絡協議会関東ブロック会議 埼玉県にて開催 ②全国地域婦人団体連絡協議会創立

70 周年記念大会 ③北方領土返還要求運動（全国大会：国立劇場にて、埼玉県民会議総会：石川一洋氏講

演、埼玉県民大会：山田吉彦氏講演）④日本薬科大学との連携締結式 ⑤ 結婚相談事業 ⑥ちふれ化粧品・

早煮昆布ほか購入運動 ⑦「結核予防のための複十字シール封筒」募金運動 ⑧「緑の銀行 1 円玉募金」（新

設小・中・高校への緑化協力） 

【行政の審議会などへの参加】 

青少年育成埼玉県民会議、県社会教育委員及び県生涯学習審議会、県医療審議会、県地方薬事審議会、彩の

国コミュニティ協議会、彩の国さいたま魅力づくり推進協議会、県金融広報委員会、県伝統工芸士認定委員

会、県留学生交流推進協議会、県社会福祉事業団評議員会、県社会福祉審議会、県献血推進協議会、県立図

書館協議会、全国植樹祭埼玉県実行委員会ほか 



－ 14 －

原爆パネル展や憲法の学習会など平和のとりくみ ⑧公民館、道路、公園、交通など身近な要求

で改善運動 ⑨ジェンダー平等、女性の地位向上のための学習と運動 ⑩創立６０周年記念行事 

【行政の審議会などへの参加】 

埼玉県消費生活審議会、近いがうまい埼玉産地産地消推進会議、米消費拡大推進連絡協議会、 

埼玉県種苗審議会 

 

埼玉県生活協同組合連合会     会長理事 吉川 尚彦   
〒330-0064 さいたま市浦和区岸町 7-11-5 

TEL 048-844-8971 FAX 048-844-8973 

【広報】メールマガジン Infomation(月刊)、写

真ニュース(季刊)、埼玉の生協(年 2 回)、ホームペー

ジ、埼玉新聞に生協特集掲載(年１回) 

【会員数】1４生協 約 233 万人 

【設立】1972 年６月 【運営】総会、理事会(年６回)、他各種委員会 

【活動】県内 14 の生活協同組合が加盟する生協の連合会です。 

「安心してくらし続けられる地域（埼玉）」と SDGs が目指す「誰一人取り残さない持続可能な

社会」の実現に向けて、多主体協働による連携と行政や地域諸団体とのネットワークを大切にし

て、活動します。 

【行政の審議会などへの参加】 

県米消費拡大推進協議会、県環境審議会、地球温暖化対策の検討に関する専門委員会、県建築物安全安

心推進協議会、県宅地建物取引業審議会、彩の国コミュニティ協議会、県消費生活審議会 

 

埼玉母親大会連絡会  
代表委員 足立美智子 高田美恵子 常盤智子 大澤美智子  

〒330-0062 さいたま市浦和区仲町 2-14-11 ゆないてぃ浦和 

TEL・FAX  048-822-1817 

【広報】母親通信 【会員数】19 県域団体、31 地域実行委員会 

【設立】1955 年 【運営】埼玉母親大会(年１回)、実行委員会(月１回) 

常任委員会(月１回) 

【活動】①第 6８回埼玉母親大会(全体会：会場・オンライン)を 6 月３日（土）春日部市民文化

会館で開催（962 人）。記念講演は、東京農工大学教授の高田さん。演題は「プラスチック汚染

と私たちのくらし」。初めて環境問題に取り組み、日々の生活を見直すきっかけとなった。②県・

地域母親大会の話し合いから県に要請。11 月県との話い。③12 月 8 日を中心に、第 2 次大戦

時の召集令状の写し「赤紙」を県内主要駅頭で配布。平和の大切さをアピールしました。   

【行政の審議会などへの参加】埼玉県食の安全推進会議 

 

埼玉公団住宅自治会協議会       会長 竹村 正 
〒330-0074 さいたま市浦和区北浦和 3-15-6 

TEL048-832-4937 FAX 048-831-7888 

【広報】埼玉自治協ニュース随時 

機関紙（年１～２回） 

【会員数】3７,０00 世帯 

【設立】1980 年 6 月 【運営】総会、常任理事会（月 1 回）、理事会

（年 5 回） 

【活動】 

引き続き、主な活動は都市機構法 25 条 4 項「家賃減免」措置の実現、エレベーター設置、公

団住宅の売却・削減・統廃合に反対、修繕・住環境の促進、管理業務の充実など多め、活動し

てきました。また、毎年行われる全国統一行動の署名・カンパに取り組みました。今年度は 3

年毎に行われる第 13 回「団地の生活と住まいアンケート」に取り組み、居住者の生活実態を

諸要求実現に向け、国土交通省、都市機構、国会議員に提出し、要請活動を行っていきます。 

【行政の審議会などへの参加】なし 
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生活協同組合コープみらい     理事長 熊﨑 伸 
〒336-0018 埼玉県さいたま市南区南本町 2-10-10 コーププラザ浦和 4 階（埼玉県本部） 

TEL048-711-1615 FAX 048-711-5655 

【広報】コープみらい 【会員数】   369.1 万人  

【設立】2013 年 3 月 21 日 【運営】   理事会（月 1 回） 

【活動】食卓を笑顔に、地域を豊かに、誰からも頼られる生協へ。 

食の安全と安心を第一に、宅配事業と店舗事業を通して、食卓に笑顔をお届けし、食の文化に関

与している自覚を持ち、組合員のくらしに生涯にわたって貢献します。 

組合員のくらしや地域社会で生まれた課題の解決に向けて、地域の団体・人とつながり、地域の

多様性を認識し、協同して各地域で多彩な取り組みを推進します。組合員は全世帯の半数を超え

ることをめざします。 

時代を見据え、先進性を持ち、組合員に優しく地域を豊かにするコープとして、誰にも寄り添っ

た生協となり、地域から“身近に生協があって良かった”という“頼られる存在”をめざします。 

私たちの連帯のレベルを高め、全国の生協や行政・諸団体と連帯・連携の輪を広げ、くらしに関

わる課題、環境・食料など地球規模・国際的な取り組みを進め、未来の組合員につながる協同を

育んでいきます。 

【行政の審議会などへの参加】 

埼玉県社会福祉協議会評議員会、さいたま市消費生活審議会、さいたま市都市農業審議会 

 

 

生活協同組合パルシステム埼玉   理事長 樋口民子   

〒335-0005 蕨市錦町 2-10-4 

ＴＥＬ048-432-7093 FAX 048-432-0850 

【広報】あすーる(月刊) 【会員数】 222,248 人 

【設立】1951 年 5 月 【運営】総代会(年 1 回)、理事会(月 1 回)、各委員会 

【活動】 

1. 持続可能な食の安全と安心を守りながら、豊かな食文化と食生活を広げます 

①活動組合員が講師となり商品学習会や調理試食会の開催 ②職員向け商品学習会の開催 ③

ゲノム編集食品、食品表示に関する学習会の開催 ③パルシステム埼玉 10 周年記念商品展示会

の開催 ④山形県庄内での田んぼ交流の開催 ⑤生産者消費者交流会の開催 

2. 一人ひとりが地球環境に配慮した「きりかえる」行動をくらしの中に広げます。 

①うちエコ診断 WEB 受診キャンペーンの実施 ②石けんの認知向上や環境配慮商品の利用普及

の取り組み ③『マイクロプラスチック・ストーリー～ぼくらが作る 2050 年』のオンライン

上映会の開催 ④県内産地との田んぼ交流、地産地消商品の認知向上の取り組み ⑤神川町での

大豆トラスト運動の取り組み 

3. 助けあいの輪で、誰もがいきいきと安心して暮らせる地域社会づくりを広げます。 

①医療生協さいたまと連携し「健康と平和フェスタ」の開催 ②特定機能病院、地域医療支援病

院に関する学習会の開催 ③組合員活動施設「ぱる★てらす」での「親子ふれあいサロン」の定

期的な開催 ④ケアラーに関する情報提供の実施 ⑤東秩父村との見守りに関する協定の締結  

4. 多様性を認め合い、争いや格差のない命が大切にされる社会を広げます。 

①平和活動期間（8/1～8/6）での平和に関する企画開催、「原爆の図」の複製写真・「都立第五

福竜丸展示館」のパネル展示 ②埼玉県庁内福祉の店「かっぽ」への支援 ③NPO 法人うりん

こくらぶと協力し、農福連携ポテトチップスの販売 ④第 3 回埼玉県ボッチャ交流大会への協

賛 ⑤さようなら原発集会への参加 

5. その他、助成金・募金の取り組み 

①市民活動支援金助成（15 団体 4,000,000 円） ②パルシステム埼玉平和募金（2,408,629

円） ③東京電力福島第一原子力発電所事故被災者応援金（667,342 円）④ウクライナ人道危

機緊急募金（21,422,908 円） ⑤パルシステム給付型奨学金募金（5,517,897 円） ⑥トル

コ・シリア地震緊急支援募金（12,645,817 円） ⑦「彩の国・子ども若者支援ネットワーク」・

「埼玉県子ども食堂ネットワーク」・「フードパントリー大宮」への青果の提供（約 10.7 トン） 

【行政の審議会などへの参加】なし 
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医療生協さいたま生活協同組合   理事長 雪田慎二 
〒333-0831 川口市木曽呂 1317 

TEL048-294-6111 FAX 048-294-1490 

【広報】けんこうと平和(月刊) 【会員数】 239,895 人（3 月現在） 

【設立】1992 年 【運営】総代会(年１回)、理事会(年 12 回) 

【活動】病院・診療所・介護事業所など 36 事業所を運営している医療生活協同組合です。医療・

介護事業のほか、地域のみなさまを対象とした保健教室・くらしの学校、フードパントリー・子

ども食堂開催など、組合員とともに地域の健康づくり・まちづくりに取り組んでいます。 

2022 年４月、医療生協さいたまは合併 30 周年を迎え、「地域とともに 30 年。ありがとう健

康・つながる笑顔∞無限大」をメインテーマとしました。埼玉県や県教育委員会などから後援を

いただき、記念式典には 2 会場をつなぎ 534 人が参加しました。ＷＦＰウォーク・ザ・ワール

ド in 埼玉では、参加者 3,086 人で地球約 4.4 周分を歩きました。参加費の一部を 国連ＷＦＰ

(国際連合世界食糧計画)に寄付し、世界の飢餓の子どもたちに約 41,000 日分の学校給食の支援

につながりました。 

【行政の審議会などへの参加】なし 

 

こくみん共済 coop＜全労済＞(埼玉県労働者共済生活協同組合) 
理事長 金井 浩 

〒338-8504 さいたま市中央区下落合 1050-1 

TEL048-822-0631 FAX 048-822-0865 

【広報】ホームページ 【会員数】587,544 人 

【設立】1964 年３月 【運営】総代会(年１回)、理事会、各種委員会 

【活動】 当会は、「みんなで助け合い、豊かで安心できる社会づくり」の理念のもと、組合員の

生活を守り豊かな社会にしていくため、共済事業を行っている生活協同組合です。 

 共済事業とは、私たちの生活を脅かすさまざまなリスク(生命の危険、住宅災害、交通事故など) 

に対し、組合員相互にたすけあうという活動を、保険の仕組みを使って確立した保障事業です。 

現在、こくみん共済 coop は取り巻く環境を踏まえ、「共済事業を核に運動を広め、理念の実現

を目指す」という社会的使命を果たすため、さまざまな取り組みを進めています。 

主には労働者自主福祉運動、生活者の自主福祉をさらに進めるため、①組合員に向き合い寄り添

う「総お役立ち活動」、②新しい生活保障設計の取り組み・セーフティーネットづくりなどの事

業と展開による共済の普及とともに、社会課題の解決への取り組みとして①子どもの健全育成、

②防災・減災の取り組みなど SDGｓ達成に向けて活動を進めています。 

【行政の審議会などへの参加】 なし 

 

さいたま住宅生活協同組合    理事長 後藤晴雄 
〒330-0062 さいたま市浦和区仲町 2-10-12  

TEL 048-835-2801 FAX 048-822-7455 

【広報】快適住まい(年 4 回) 【会員数】24,185 人 

【設立】1992 年 8 月 【運営】総代会、理事会(年 9 回)、各種委員会 

【活動】「組合員の信頼に応え組合員が主人公をつらぬきます」をスローガンとし、以下の 4 点

を主な柱として活動してきました。 

① 消費者の権利の確立を目指す運動・安心してくらせる社会を目指す運動・平和活動・福祉･

社会保障充実活動・環境を守る活動など、様々なテーマでのイベント等に参加し、県内生協

間交流を行い運動の前進に貢献します。 

② 組合員の利益を第一に、無料住宅診断・「住まい講座」の開催等を通し、組合員・一般消費者

の様々な相談に対応し、『住まいのホームドクター』を目指し事業の拡大につなげ、「住まい

は人権」を追求します。 

③ 総代懇談会を開催し、組合員の要望、意見を取り入れた事業活動を推進します。 

④ 旺盛な業者会活動、協力業者のスキルアップ研修や、学習会などを実施していきます。 

【行政の審議会などへの参加】埼玉県建築安全安心推進協議会委員、埼玉県宅地建物取引業審議会委員 
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ＪＡ埼玉県女性組織協議会     会長 森 操 
住所 〒330-0063 埼玉県さいたま市浦和区高砂 3-12-9 

電話 048-829-3307       FAX 048-822-2036 

【広報】ホームページ開設 【会員数】９,280 名 

【設立】１９５４年４月 【運営】総会、役員会（年 3 回） 

【活動】①JA 女性部の活動を充実させ、協同意識や連帯感を強めて組織の拡大を図る。 

②フレッシュミズ世代の育成や次世代対策への働きかけを実施。 

③共同購入運動の推進として、信頼と安心の商品選定を行い、共同購入運動を展開。 

④地域貢献として、食品ロス問題に真剣に向き合う持続可能な開発目標（SDGs）の取り組みと

して、部員らに余剰食品の提供を呼び掛け、フードバンク埼玉等に提供。 

⑤ 健康増進のためのグランドゴルフ大会の開催。 

【行政の審議会などへの参加】なし 

 

埼玉県農民運動連合会       会長 立石昌義   

〒360-0111 熊谷市押切 2540-2 

TEL048-536-5960 FAX 048-536-5206 

【広報】新聞「農民」週刊 【会員数】500 人 

【設立】1974 年 9 月 【運営】理事会（隔月） 

【活動】 

① 2022 年 12 月、来年度予算要求として、埼玉県知事に 16 項目の農業振興策を要請。20

名参加。 

② 2022 年 4/16「埼玉の農業・食糧を考えるシンポジウム」を埼玉県民センターで開催、

150 人が参加。講演は東京大学鈴木宜弘教授による。 

③ 2023 年 8 月、加須市酒米生産者協議会主催の「加須の舞」誕生 10 周年記念レセプショ

ンを行う。70 名が参加。 

【行政の審議会などへの参加】なし 

 

適格消費者団体 特定適格消費者団体 特定非営利活動法人 

埼玉消費者被害をなくす会      理事長 池本誠司 

〒330-0064 さいたま市浦和区岸町7-11-5  

TEL048-844-8972 FAX 048-829-7444 

【広報】ニュースレター(年 6 回) 

ホームページ 

【会員数】 正会員 17 団体･個人 103 人  

賛助会員 6 団体･個人 33 人（2023.6 月現在） 

【設立】法人化 2004 年 

【適格消費者団体認定】2009 年 

【特定適格消費者団体認定】2018 年 

【運営】総会、理事会（年７回） 

検討委員会(年 12 回)、活動委員会(年 12 回) 

【活動】消費者団体訴訟制度を担う「適格消費者団体」として消費者契約法・景品表示法・特定

商取引法、食品表示法に違反する事業者の不当条項や不当表示の差止めを求める活動、消費者の

被害回復訴訟を提起できる「特定適格消費者団体」としての活動、さらに一般消費者からなる活

動委員会による調査・改善要望活動を行なっています。 

[[11]]事事業業者者へへ是是正正やや被被害害回回復復をを求求めめるる活活動動   

差差止止請請求求訴訴訟訟 くらしのレスキューサービス（水回り）を行っている貴和設備に対し、不当表

示差止を求める訴訟を提起しました。被被害害回回復復訴訴訟訟 現在訴訟に至る案件はありません。 

その他、消費者にとって不利な条項などの改善を求め申入れや問合せを行ない、規約や Web

サイト上の表記の改善につなげています。 

[[22]]調調査査活活動動  ①健康器具を扱う事業者に広告表示改善要望書を送付、表示の改善につながりま

した。②アンケート・めやすばこ「No.1 表示について」を行いました。 

[[33]]消消費費者者啓啓発発 消消費費者者力力アアッッププ学学習習会会「食の情報、鵜呑みにして大丈夫？」「知って納得！LP

ガス」「くらしに直結！特定商取引法」をオンラインにて開催しました。  

[[44]]埼埼玉玉県県かかららのの受受託託事事業業「消費者被害防止サポーター活動推進事業」「高齢者等見守り促進事業」  
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「インターネット適正広告推進事業」に取り組んでいます。 

【行政の審議会などへの参加】なし 

 

埼玉県消費生活コンサルタントの会  代表 根橋好美 

ホームページアドレス http://consultant-saitama.jpn.org 

【広報】会報年１回発行、会員だより年 3 回発行、 

ホームページ  

【会員数】76 人 

【設立】1965 年 【運営】総会、運営委員会（年６回） 

【活動】①基礎法令事例研究会月１回開催、②消費者行政充実への取組み、③多重債務者削減へ

の取組み、④県消費者大会・分科会協力、⑤保険、金融などの業界団体との意見交換会開催、⑥

NPO 法人埼玉消費者被害をなくす会協力、⑦弁護士会との自主勉強会開催、⑧各種審議会、委

員会に委員として出席、⑨県との共催研修開催 

【行政の審議会などへの参加】 

① 県消費生活審議会、②県日照紛争調整委員会、③県貨物自動車運送適正化事業実施機関評議会、④さ 

いたま住宅検査監視委員会、⑤草加市消費生活審議会、⑥春日部市情報公開・個人情報保護審議会 

 

さいたま市消費者団体連絡会    代表 廣田 美子   
〒330-0055 さいたま市浦和区東高砂町 11-1 

さいたま市市民活動センター メールボックス：Ｅ-04    TEL048-855-7456 

【広報】ホームページ 【会員数】6 団体 

【設立】2003 年 10 月 【運営】定例会（月 1 回） 総会（年 1 回） 

【活動】 

・さいたま市消費生活展、さいたま市消費者フォーラム 開催 

・消費者啓発冊子作成 

・さいたま市、埼玉県の委員会等出席 

・消費者大会実行委員 

・研修会、学習会へ参加 

【行政の審議会などへの参加】さいたま市消費生活審議会、さいたま市食の安全委員会、    

さいたま市下水道事業審議会、さいたま市食肉卸売市場運営取引委員会           

埼玉県近いがうまい埼玉産地産地消推進会議、埼玉県食の安全推進会議            

埼玉県介護保険審査委員会 関東農政局 多面的機能発揮促進事業局長表彰審査委員会 等 

 

 

加須市くらしの会         会長 杉沢正子       

【広報】加須市くらしの会だより（年１回） 【会員数】242 人 

【設立】2012 年 5 月 18 日 【運営】総会(年１回)、理事会(月１回) 

【活動】➀ くらしの達人養成講座開催 第１回「自分の体と暮らしを科学する」～食の安全と

遺伝子操作・輸入食品など～、第２回「消費者トラブル最新情報」～その話、大丈夫ですか？～ 

② いきいき健康セミナー開催 第１回「がん治療の進歩」、第２回「認知症を予防する」～認知

症と上手につきあう～、第３回「簡単なダンスレッスン」～無理なく楽しく踊りましょう～ ③ 

消費者力アップセミナー開催 第１回総務省デジタル活用支援推進事業「選ぶ前に知っておきた

いスマホの基本」、第２回「食品表示の見方」～原材料名、原産地って？～、第３回「くらしにう

るおいを」～モールでつくるチューリップのリース～ ④ 県外生産工場等視察研修～千葉県方

面へ 市原湖畔美術館・和蔵酒造・冨津影丸(海苔生産)・海ほたる ⑤ 消費生活講演会「人生

100 年時代を豊かに生きる」 ⑥ 未来のための環境講座開催 第１回「身近な環境を見つめな

おす」～加須市の自然環境を観察しよう～、第２回「埼玉の大気環境」～ご存じですか、大気汚

染のこと～ ⑦ 加須市消費生活フェアの開催 テーマ「考えよう！大人になるとできること、

気を付けること」～18 歳から大人に～ ⑧ 消費者被害防止活動～講座受付時と市民まつりで

被害防止啓発品を配布 ⑨ リサイクル活動「牛乳パック交換会」「エコキャップ回収運動」「わ

らしべ長者まつり（一着一品交換会）」 ⑩ クラブ活動～茶道・民踊・コーラス～ ⑪ 情報発信
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～広報紙･くちコミによる～ ⑫ 市長と語るタウンミーティングの開催 ⑬ コロナ禍でも心豊

かに過ごすための取り組み…講座やセミナーの前に、演奏会や歌カフェを実施した。 

【行政の審議会などへの参加】 

加須市商業振興プラン推進会議、加須市廃棄物減量等推進審議会、加須市水道事業運営審議会、

加須市総合振興計画推進懇話会、加須市 PR 営業本部、加須市議会モニター会議、家族･地域の

絆推進運動推進本部、加須市男女共同参画市民企画委員会 

 

 

久喜市くらしの会           会長 宮内智 

【広報】年１回 【会員数】80 人 

【設立】1969 年 4 月 【運営】月 1 回定例会 15 人 

【活動】①環境活動：廃油石鹸づくり、ゴミゼロクリーン久喜市民運動参加、②学習活動：消費

生活講座の開催、見学会の実施、消費者大会、消費者大会プレ学習会などに参加、③福祉活動：

久喜の里ボランティアなど、社協ボランティアまつり参加（10 月）、④その他久喜市男と女のつ

どい、平和と人権のつどい、久喜市防災訓練、久喜市民まつり、久喜健康・食育まつり、久喜公

民館祭りなどに参加。⑤クラブ活動：生活、薬草、料理、フォークダンスなどのクラブ活動を通

じて、くらしや生活についての学習、現地研修、視察や発表会などを実施。 

【行政の審議会などへの参加】久喜市環境推進協議会、久喜市人権啓発実行委員会、久喜市社会

福祉協議会、久喜コミュニティ推進協議会、久喜市民まつりの会、久喜市健康づくり・食育推進

大会実行委員会、青少年育成久喜市民会議、ＬＯＶＥくきネットワーク、久喜市商工会推薦特産

品設定委員会、久喜市中小企業・小規模企業振興会議 など 

 

 

越谷市消費生活研究会       会長 中村千代子     
【広報】なし 【会員数】４人 

【設立】1979 年６月 【運営】総会、役員会 

【活動】 

① 県内消費者団体研修会②埼玉県消費者大会③埼玉消費者被害をなくす会総会④埼玉消費者被

害をなくす会理事会⑤越谷市民まつり（消費者被害防止啓発、アンケート調査） 

【行政の審議会などへの参加】 

越谷市消費者保護委員会、越谷市消費生活センター運営委員会、越谷市下水道審議会、越谷市

市民まつり実行委員会、越谷市環境推進市民会議 

 

 

埼玉県西部地区消費者団体活動推進世話人会  代表世話人 山﨑綾子 

〒350-1305 狭山市入間川 2－2－25 狭山市消費生活センター気付 

ＴＥＬ04-2954-7745 

【広報】なし 【会員数】6 団体 

【設立】1984 年 9 月 【運営】月 1 回定例会 

【活動】（2020 年 3 月末 川越消費生活支援センターの廃止） 

2021 年 4 月川口消費生活支援センター所長との話し合い 5 月プレ学習会参加 10 月第 58

回埼玉県消費者大会参加、2023 年 3 月世話人会主催「草の根エネルギー」消費生活講座開催 

県西部地区の消費者団体の情報交換交流を行い、消費生活にかかわる問題等について学習や視察

研修など行ってきた 

【行政の審議会などへの参加】なし 
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新座市消費者団体連絡会      代表 星川一恵 

【広報】市の広報誌でアピール 【会員数】６団体 

【設立】およそ 40 年、2022 年団体名変更 【運営】定例会議（月 1 回） 

【活動】①2022 年 1 月、新座市消費者団体連絡会結成式開催。②10 月市民まつり産業フェス

ティバルにて、新座市消費者展を開催し、「原発から抜け出すために」をテーマにパネル展示な

ど情報提供・提案を続けてきた。市民ギャラリー展庁舎内にて「原発から抜け出すために」のお

パネル展示。講師を招いて、原発についての地域座談会開催。 

【行政の審議会などへの参加】なし 

 

 

めぬまくらしの会          代表 齋藤洋子 

【広報】なし 【会員数】34 人 

【設立】昭和 45 年 【運営】 

【活動】 

・春・秋の 530 運動、フォーラム熊谷への参加、くまがや共同参画を進める会参加、埼玉県消

費者大会への参加、全国消費者大会への参加、米消費拡大（彩のきずな）関東甲信越ブロック大

会への参加、料理教室、研修旅行、食品ロスについて・ヤングケアラーについて学習会参加 

【行政の審議会などへの参加】 

地目変更の審議会（山林・農地を宅地に）年 2 回 

 

 

行田市くらしの会          会長 長島善江 

【広報】年１回 【会員数】３８名 

【設立】１９８５年 【運営】総会、理事会（月１回） 

【活動】 

①定期総会 

② 無添加味噌作り 

③「行田在来」青大豆の豆腐づくり 

③ 学習講座の開催：悪質商法撲滅防止テクニック、介護保険制度について他 

④ お正月用フラワーアレンジメント 

⑤ 行田市春祭りへの参加 

【行政の審議会などへの参加】 

・行田市水道事業運営審議会   ・行田市下水道事業運営審議会 

・行田市国民健康保険運営協議会 ・市民公益活動推進委員会 

・行田市地産地消推進協議会 
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記念講演 
 

世界と日本のこれから 

わたしたちのくらしを考える 

～消費者・市民としてどう行動するか～ 
 

 

講師  

寺島 実郎 さん  

 
【プロフィール】 

一般財団法人日本総合研究所 会長・多摩大学 学長 1947 年北海道生まれ。早稲

田大学大学院政治学研究科修士課程修了後、三井物産株式会社入社。調査部、業

務部を経て、ブルッキングス研究所に出向。その後、三井物産ワシントン事務所

長、三井物産常務執行役員、三井物産戦略研究所所長、同会長、早稲田大学大学

院アジア太平洋研究科教授等を歴任し、現在、医療・防災産業創生協議会会長等

兼任。 

著書に、『ダビデの星を見つめて 体験的ユダヤ・ネットワーク論』(NHK 出版)、

『人間と宗教 あるいは日本人の心の基軸』(岩波書店)、『日本再生の基軸 平成

の晩鐘と令和の本質的課題』(岩波書店)、等多数。また、TBS 系列『サンデーモ

ーニング』（日曜日 8:00～/月２回程度）、TOKYO MX『寺島実郎の世界を知る力』

（毎月第３日曜日、第４日曜日 11：00～）など、メディア出演も多数。  
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１．ご家庭や商店等の電気設備の安全調査などを

定期的に行っています。

２．ビルや工場などのお客さまから委託を受けて

電気設備の点検を行っています。

３．チラシ･パンフレット･講習会などで電気安全

知識の を行っています。

埼埼玉玉事事業業本本部部

さいたま市中央区上落合 － －

－ －

県内事業所 さいたま 熊谷 越谷 川越 久喜

県内支所 秩父



 

 

詳しいお問合わせは 
中央労働金庫 埼玉県本部  TEL. 048-836-5511 2023年 8月 16日現在 



 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

例えば・・・ 
 

高校生対象の給付型奨学金事業 
ひとり親家庭（両親のいない家庭も含む）の⾼校⽣・⾼等専⾨学校⽣を対象に
した返済不要の給付型奨学⾦事業。2 万 6 千⼈※を超える奨学⾦応援サポータ
ー（組合員）の募⾦に⽀えられ、2023 年度の奨学⽣（3 学年の合計）は 1,410
名になりました。                  ※2023 年 9 ⽉現在 
 

 

生活困窮者を支援 年 200 トンのお米を寄贈 
地域のフードバンクや⼦ども⾷堂をはじめ、⽣活困窮者へ⾷料⽀
援などを⾏う団体にお⽶を寄贈しています。2022 度は 205 ト
ンを寄贈し、2023 年度も 200 トンを寄贈する予定です。 
 

 
 
地域のフードバンクなどと連携したフードドライブ 

県内 22 の店舗と 8 ヵ所の組合員施設でフードドライブを実施しています。
家庭で保管されている⾷品をお預かりし、地域のフードバンクなどを通じて
⽣活に困窮している⽅にお届けしています。   

子ども・子育て支援基金 
組合員から寄贈された書き損じはがきや未使⽤切⼿などの換⾦で
得られた資⾦を財源に、国内外の⼦どもの貧困問題等に取り組む団
体を⽀援する「⼦ども・⼦育て⽀援基⾦」を 2021 年に設⽴。2023
年度は 3 つの⽀援団体へ 2,100 万円を寄付しました。  

コープみらいは2023年に10周年を迎えました。事業

と活動を通じ、組合員の皆さまのくらしと地域社会へ

のさらなる貢献を目指します。「未来へつなごう」をスロ

ーガンにさまざまな課題の解決に取り組み、SDGsの達

成に貢献します。 



医療⽣協さいたまは、医療と介護の⽣協です。 

埼⽟県全域に病院、診療所、⻭科、介護事業所など 

36 事業所を運営しています。 
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無料低額診療事業も⾏っています。 

医療や介護の困りごとは、 

ご相談ください。 

  

2023 年８月にオープンした「ふれあい生協病院」 





〒

埼玉県加須市上三俣

℡

組合長理事 塚田 静男

 

生生活活ククララブブはは安安心心ととおおいいししささでで、、丁丁寧寧にに暮暮ららすすひひととををササポポーートトししたたいい。。  
生活クラブの食材は、不要な食品添加物を使わず、独自の厳しい基準をクリアしたものばかりです。 

生活クラブ生活協同組合（埼玉） 
川口市小谷場 206 

加入・資料請求フリーダイヤル 

０１２０－３９１－１４４ 
月～金 9:00～17:30（祝日も可） 

食食材材  

宅宅配配 

埼埼玉玉にに３３店店舗舗  生生活活ククララブブ生生協協ののおお店店「「デデポポーー」」  

「デポー浦和」浦和駅西口徒歩 9分(調神社向い) 

「デポー所沢」新所沢駅西口徒歩 3分(パルコ並び) 

「デポー越谷」南越谷駅南口・新越谷駅東口徒歩 6分 
10：30〜19：00（定休日：水曜日） 

 
 

〒 330-0044 さいたま市浦和区瀬ヶ崎 2-16-10
TEL 048-886-5556 ㈹　FAX 048-881-0975

Email  sosinsya@f5.dion.ne.jp
Gmail  sosinsya@gmail.com





大会スローガン

記記念念講講演演

「「 世世界界とと日日本本ののここれれかからら

わわたたししたたちちののくくららししをを考考ええるる

～～消消費費者者・・市市民民ととししててどどうう行行動動すするるかか～～」」

講師

（一財）日本総合研究所 会長 寺島 実郎 さん

日時 2023 年 10 月 25 日（水） 10 時 30 分～15 時 30 分

会場 埼玉会館 小ホール・会議室 およびライブ配信

主催 第 59 回埼玉県消費者大会実行委員会

後援 埼玉県

コバトン さいたまっち

主催　第 59 回埼玉県消費者大会実行委員会

後援　埼玉県

　コバトン　さいたまっち

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

     

 

 

主 催  第 59 回埼玉県消費者大会実行委員会 

〒330-0064さいたま市浦和区岸町 7-11-5 
                                 埼玉県生活協同組合連合会内  

           TEL 048-844-8971   FAX 048-844-8973   
    

第 59 回

埼玉県消費者大会埼玉県消費者大会


